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事 業 メ ニ ュ ー 結婚_妊娠・出産_子育てに温かい社会づくり_機運醸成事業

区 分 重点メニュー

別紙様式第１　様式2-1 ①

（令和４年度第２次補正） 地域少子化対策重点推進交付金　実施計画書 （都道府県分）

自治体名 和歌山県 (都道府県： 和歌山県

本事業の担当部局名 福祉保健部　福祉政策局　子ども未来課

関 連 事 業 メ ニ ュ ー 3_2_7 ICT活用・官民連携等による結婚支援等の更なる推進のための調査研究

個 別 事 業 名 こども計画策定にかかる結婚・子育てに関する意識調査事業
新規／継続
(一般財源での
実施も含む)

新規

年度

対象経費支出予定額
※（注）１ 円

実施期間 交付決定日

自治体における少子化
対策の全体像及びその
中での本個別事業の位
置付け
※（注）２

（地域における実情と課題及び本個別事業の位置付け ）

＜地域における実情と課題＞
　本県の合計特殊出生率は令和３年１．４３（令和２年１．４３）で、全国平均を上回っているが人口維持に必要とされる
２．０７には遠く及ばず、出生数は減少傾向にある。また、コロナ禍により婚姻数が大幅に減少しており、今後出生数は
更に減少する見込みである。
　少子化対策としては、結婚支援事業や第２子以降の保育料の無償化、特定不妊治療の上乗せ助成などの様々な支
援策を講じているが、今後親となる２０代、３０代の世代が減少する中、行政だけではなく、地域や企業、これから親世
代となっていく学生も含めた社会全体での子育てをしやすい環境を整えていく施策を進める必要がある。

＜本個別事業の位置付け＞
１．出会い・結婚の支援
　①県主催婚活イベントやわかやま婚活応援隊等による出会いの提供
　②結婚・子育てについての啓発
２．妊娠・出産・子育ての支援
　①妊娠・出産・子育てまで一貫した伴走支援
　②子育て世帯の経済的負担の軽減
　③安心して子どもを育てられる環境の整備
　④子育てしやすい職場環境づくり
など、出会い・結婚から妊娠・出産・子育てまでの切れ目ない支援に取り組んでおり、本個別事業は上記２の施策の方
向性を決定するための事業に位置づけられる。

（本個別事業における現状と課題）

（課題への対応）

　コロナ禍により加速する少子化をくいとめるため、若者・子育て世代の状況、課題を明らかにし、ニーズに即した施策
を行わなければならない。そのため、、結婚や子育て支援に関する県民の意識について調査・分析を行うことでより効
果的な施策立案、実行を目指す。

～ 令和6年3月31日 事業開始年度
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1
結婚・子育てに関
する意識調査の実
施

【スケジュール（案）】
・４～６月：調査の項目、手法、対象等の検討、設定
・７～１１月：調査委託の事業者選定、調査の実施
・１２～３月：調査結果の分析、施策立案の方向性決定、審議会の開催

【調査方法（案）】
〇結婚支援について
対象者：20～39歳の男女　各1,500人
抽出方法：住民基本台帳から無作為抽出（市町村が実施）
設問：交際、結婚、少子化対策に対する考え方等（市町村と共同で策定）
配布：郵送
回答：無記名アンケート（回収は用紙またはＷＥＢ）

〇子育て支援について
対象者：未就学児保護者　約6,000人／小学生の保護者　約7,000人
設問：理想と現実の子供数、子育て支援制度、子育てで負担に思うこと等（市町村と共同で策
定）
配布：幼稚園、保育所、小学校等を通じて配布（市町村経由で実施）
回答：無記名アンケート（回収は用紙またはＷＥＢ）

【有識者会議】
県こども計画策定にかかる審議会で調査結果の報告、今後の施策立案の方向性等を議題に
諮る。

【調査結果の公表】
県ＨＰにて公表。また、県ＳＮＳ（ＬＩＮＥ、Twitter等）でも計画公表をしている旨を周知する。

【調査結果の活用】
令和７年度に策定するこども計画において、調査・分析結果の引用を行うほか、今後の施策
の方向性についても記載を行う。（令和５年度調査、令和６年度策定作業、令和７年度策定）

2 1.43

【次年度以降に向けた事業の方向性】

本事業で得た調査結果を元に結婚・子育てに関する支援施策の方向性や具体的内容を決定し、次年度以降の事業実施に活かす。

（R3時点）

【事業内容を検討する上で参考とした既存事業】

三重県「みえの子どもや子育てを取り巻く状況等調査事業」

少子化対策全体の重要
業績評価指標(KPI)及び
定量的成果目標　※（注）４

KPI項目 単位 目標値 現状値

合計特殊出生率

※（注）３

参考指標
※（注）５

項目 単位 直近の実績

合計特殊出生率 1.43（令和3年）
婚姻件数 件 3,264（令和3年）

件

婚姻率 3.6（令和3年）
KPI項目 単位 目標値 現状値

3,000 -
連携市町村数 市町村 30 -
調査研究結果を掲載したHP等のリーチ数

有識者会議の開催数 回 1 -

他自治体との連携・役割
分担の考え方及び具体

的方法　※（注）７

市町村と連携して調査事業を実施する。
【市町村の役割】
・調査項目の設定について、県及び市町村の意見を反映させるための協議の参加
・県民への調査にかかる事務（調査対象の抽出作業、配布等）
・県からフィードバックされた調査結果を元に、市町村にて今後の施策への反映を検討

民間事業者との連携・役
割分担の考え方及び具

体的方法　※（注）８

調査の実施から分析までを専門の民間事業者へ委託することで、民間と連携した結婚・子育て支援の方法の検証等
を行う。また、方向性決定の際には有識者会議にも諮り、次年度の事業実施内容に反映させる。

個別事業の重要業績評
価指標(KPI)及び定量的

成果目標　※（注）６


